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Ⅰ 地域格差をめぐる議論

なぜ，地域の発展には格差が存在するのだろう。

従属理論では，経済発展地域（中核）と発展の遅

れた地域（周辺）という２つの地域に分け，中核地

域が周辺地域の付加価値を吸い取るような交易条件

が存在するとする。つまり中核地域が周辺地域から

付加価値の低い原材料を安く購入し，付加価値の高

い製品を高い価格で周辺地域に販売することによっ

て，富が中核地域に集中していくのである。これが

続くことによって，遅れた地域はいつまで経っても

遅れたままになると考える。この流れにある世界シ

ステム分析においても，付加価値の高い主導製品を

独占的に生産できる中核地域が周辺地域の富を吸い

上げるとしている［Wallerstein２００４］。やや堅い言

い方をすれば，地域を含む空間において中核と周辺

という構造が固定化されているのである。

この考えから中国の地域格差を考える場合，各地

域がどのような状況か，具体的に考察することは必

要なく，中核（沿海地域）と周辺（内陸地域）とい

う二元化構造を考えるのみとなる。

ここから得られる政策的インプリケーションは，

周辺地域の中での自立的発展を促す政策を考えるか，

中核からの援助的開発をとるかである。しかしなが

ら，前者が無理なら中核に依存することになり，後

者を拒否すれば遅れたままである。極端な話，資本

主義的制度がある以上，この構造は変わらないとい

うことになる［中村１９９０］。

以上の考え方はマルクス主義的な要素を含んでい

るが，一方で新古典派経済学的立場から格差の問題

を考えてみよう。

長期的に経済成長は，生産関数によって決定され

る。労働をL，資本をKとすると，その生産関数は

以下のように表すことができる。

Y＝f（L, K）

この両辺を労働Lで割って，労働者１人あたりの生

産（１人あたりGDPと考える）をみてみると

Y
L
＝f（K

L）
となる。すなわち労働者１人あたりの生産（１人あ

たりGDP）は，労働者１人あたりの資本量（資本

労働比率）で決定されることになる。言い換えると

経済格差の要因は，資本と労働の違いに集約される

（とりあえず「質」の議論はしない）。

しかしながら，この資本と労働の違いは，地域間

で移動が自由になると，市場メカニズムの働きによ

って均等化する。その結果，生産要素の価格は地域

間で同じになり，所得水準が平準化する。すなわち，

新古典派経済学から生み出される生産関数と市場メ

カニズムは地域格差をなくすのである。

もちろん話はそんなに単純ではない。経済学が前

提としている仮定（収穫逓減など）は現実にあては

まることは少ない。現在では，労働と資本以外の要

素（いわゆる全要素生産性）を特定化することが，

成長の地域格差を考える上で，非常に重要になって

きているのである。また労働や資本の質（とくに人

的資源など）も考慮するようになってきている。

生産要素の移動についても，とくに労働は空間の

中で移動は容易ではないので，移動におけるコスト

（運賃）を空間的抵抗としてとらえ，それらが空間

経済学として格差研究に貢献してきた。

以上の新古典派経済学の考え方の流れから，労働

と資本以外で格差の要因を探ろうとする研究が地域

格差の議論の中心となってきている。それでは，ど

のような格差要因が考えられるのであろうか。

中兼（１９９６）では，（１）環境的要因ないしは初期

条件，（２）体制的，制度的要因，（３）政策的要因の

３つを紹介している。日置（２００４）では，◯１初期・
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環境要因，◯２政策要因，◯３市場化要因，◯４集積要因

の４つをあげている。市場化によって外部経済が機

能し，一部の地域に産業集積が起こることを考えれ

ば，◯３と◯４は中兼のいう（２）に包摂されるといえる

かもしれない。そこで，ここでは中兼の３つの要因

をもう少し詳しくみてみよう。

環境的要因や初期条件では，経済発展がおこるか

どうかの前提条件となる。自然地理的要因（地形や

気候など）では，内陸部か沿海部か，山地か高原か

平野かといったことが関係する。岡本（２００４）は，

シフトシェア分析により，地域格差は立地要因が大

きいことを示している。あるいは発展の出発時点の

経済水準，労働の資質や技術水準などが後の発展に

影響する。中兼の分析では地理的な不利よりも最初

の教育水準や技術水準が重要であることが示唆され

ている。

体制的，制度的要因では，市場経済化や国有企業

改革の進展状況が発展スピードを決める。Lee

（１９９６）やLu and Thomson（２００４）などの計測に

よっても国有企業改革の良し悪しが発展パフォーマ

ンスに影響を与えることを示している。

政策的要因では，地域の開放政策が重要となるが，

その他の投資政策や価格政策も経済発展の程度に影

響を与える。中兼は初期条件と政策要因が格差を決

める主たる要因ではないかと暗示している。その他

Démurger et al.（２００４）では，地域の外資優遇政策

と地理的条件が外資を呼び込んでいることを指摘し

ている。

さて，以上の格差をもたらす要因に対する研究の

流れから，本書を位置づけよう。本書は，産業構造

の差異が経済格差をもたらすと考えており，その産

業構造の差異をもたらす要因をあきらかにしようと

しているのである。上記で述べたような従属理論，

新古典派経済学の流れと違い，経済発展と産業構造

の関係を軸に置き，そこから地域格差を論ずるとい

う別の視点が提供されている。

Ⅱ 本書の内容

まず，本書の構成からみていこう。本書は，博士

論文を元にしているが，第７章の位置づけがわかり

づらい。本書の主張の中心は第１章から第６章と思

われるので，そこを中心に内容を紹介していきたい。

タイトルが抽象的であるので，内容を示している副

題もあげておく。

序 章 産業構造と地域間経済格差

第１章 中国の産業構造と地域類型化

第２章 中国地域研究の分析方法

第３章 中国地域研究のためのデータ準備──統

計２次データの欠損値処理

第４章 産業構造転換の地域間格差──比較生産

性の地域間格差に関する分析

第５章 産業構造の地域間格差とメカニズム──

産業構造の不均衡性に影響を与える諸要

因に関する分析

第６章 地域特性と経済政策──中国農村部地域

間経済格差に関する分析

第７章 経済政策の変化と郷鎮企業の生産活動─

─資本と労働の代替関係に関する分析

第８章 経済政策の有用性と陥穽

序章では，建国以降の中国の経済発展を簡単に振

り返り，その経済発展の裏には常に産業構造の変化

があったことを指摘する。そして地域ごとに経済成

長の成果が違った結果，格差が生まれ，とくに農村

の格差問題が深刻であることを強調する。そして，

この問題意識により，（１）歴史的な産業構造の変化，

そして産業構造と地域間格差の類型化を行い，（２）

産業構造の違いはどのような要因によってもたらさ

れたかを特定する。その後，（３）県レベルとくに農

村地域の特性に基づいて，地域類型化を行う。最終

的には，「経済格差を是正し，均衡性のとれた経済

発展を目指す現政権にとって，有効な経済政策を策

定すると同時に，中国全国そして各地域の経済状況

およびこれまでの経済政策による結果をまとめ」，

「これからの経済政策の策定に助言する」（以上，

１０ページ）ことを目的としている。

第１章では，先行研究から，産業構造の変化，産

業構造の地域間格差，地域の類型化の仕方について，

簡単にまとめている。
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第２章では，分析方法について述べられている。

地域間の経済格差は産業間および産業の地域間格差

によってもたらされると考えている。そして，それ

らは各産業の生産性，それに影響を与える地域特性

（立地条件，歴史・文化・社会風習，人口および労

働条件，経済政策など）が産業構造の違いをもたら

すと考えている。この枠組みにおいて，産業構造の

転換，地域間経済格差の違い，影響を与えている要

因を究明するために，各種変数間の関係を明らかに

しようというものである。分析概念では，比較生産

性，産業構造の乖離度の２つが説明されている。

比較生産性とは，各産業の生産額シェアを就業者

シェアで割ったものである。１より大きいというこ

とは，労働者の生産性が比較的高いと考えられてい

る。１より小さい場合はその逆である。数値の上昇

は，労働者の生産性が上昇してきていると考え，減

少は労働者の生産性の減少，あるいは労働力の吸収，

あるいは資本の増加と考えている。過去の経験から，

経済が発展するにつれて，第１次産業は比較生産性

が不変，第２次産業，第３次産業は減少するとされ

ている。

第３章では，データの欠損値について述べられる。

本書は産業構造と地域間格差に決定的な影響を与え

る要因を明らかにすることが目的であるため，でき

るだけ多くのデータを集める必要がある。ところが

欠損値が生じた場合，なんらかの方法で推計しなけ

ればならない。このデータ推計の手法や後の分析に

使用される変数の説明がこの章で行われている。

第４章は，比較生産性を用いて，産業構造の時系

列変化，各省間の時系列変化を明らかにしようとし

ている。第１次産業は，長期的に低下傾向にあり，

第２次産業では，改革開放以降，特に１９９２年以降に

上昇しており，第３次産業は改革開放以降ほぼ横ば

いという結果になっている。地域間では，都市・沿

海地域よりも中部地域，中部地域よりも西部地域の

比較生産性の値が大きいという結果になっている。

第５章は，産業構造の地域的な違いをもたらす要

因を明らかにしようとしている。各地域の自然条件，

産業，経済，文化など１７１の変数を用意し，因子分

析によってグループ化を行って説明変数を用意した。

そして，産業構造の乖離度を非説明変数とし，重回

帰分析を行っている。結果，「非農業産出」や「非

農業就業」は第１次産業の比較生産性に，「非農業

就業」，「非国有経済規模」，「人口増加」，「市場経済

の発達」，「国内資金投資」は第２次産業の比較生産

性に，「非農業就業」，「市場経済の発達」，「非小型

工業と建設業中心」は第３次産業の比較生産性に影

響を与える。また，各産業の比較生産性の違いと「生

活基本設備」，「食糧生産」が最終的に産業構造の乖

離を説明できるとしている。

第６章は，県レベル，つまり農村の格差の要因を

把握しようとしている。社会経済統計を用意し，因

子分析・クラスター分析によって，８つの地域類型

に分けた。そしてそれぞれの地域について，簡単な

政策提言を行っている。

第７章では，郷鎮企業の生産関数から資本と労働

の地域別代替関係の変化を調べている。対象期間が

１９８７年から９２年までであるので，引き締め政策が郷

鎮企業に与えた影響を調べている。政策効果は，内

陸地域よりも都市部・東南沿海地域に敏感に表れる

結果となっている。

第８章は，まとめとして２ページで経済政策を提

言している。その内容は，「各々の地域類型に適合

した経済政策を策定し，展開していくことが重要で

あ（り）」，「中央政府・地方政府による各地域に合

った産業政策・財政政策・金融政策の実施が要求さ

れる」。そして，「一部の地域，一部の人に限定され

た拠点開発志向の経済政策や貧困補助政策から，経

済低開発地域全体における有効な経済政策への移行

およびそれを保証する健全な法律システムの構築が

求められている」（以上，１３５ページ），と本書はし

め括られる。

Ⅲ 評価

本書に対して評者は，「読んで理解するのに苦労

するが，産業構造の側面から地域格差を理解しよう

とするアプローチは新鮮である」と評価したい。本

節では，読みにくさの原因について解説し，本書の

アプローチから今後の地域格差の研究方向について
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コメントする。

読みにくさについては以下の３点が指摘される。

まず，編集作業が不足している。語彙について，

中国語に影響された日本語が使われており，また「て

にをは」の間違いや誤植を修正していない。例えば，

日本語で「発展」と使われるところを「発達」とし

て用いたり，「収穫不変」を「報酬不変」としたり

している。著者が中国人だからというよりも，編集

作業が物足りないというのが残念である。

２点目は図表と文章のバランスとでも指摘できよ

うか。第４章では表が少ないのにもかかわらず，計

算結果の数値が大量に示され，それらをもとに分析

結果を述べているが，それが冗長である。また，第

６章の表６―１基本統計量に，国境地域，沿海地域，

丘陵地域，山間部地域，革命根拠地の情報が示され

ていないにもかかわらず，表６―２の因子分析の結果

には表れたりしている。またそれらの定義，数量的

な処理の仕方が示されていないので，論文として重

要な再現可能性がないのである。

３点目は，本書の全体の目的と達成度である。本

書の目的は，地域格差の原因を産業構造から，ある

いは農村レベルから特定し，経済政策の提言を行う

こととなっているはずである。しかし，著者は原因

を特定化することに成功しているのであろうか。「全

面的に仮説を構築」（２２ページ）していないため，

著者の発見したことをひとつひとつ読み解いていく

のは読者にとってつらい。また最終目的である政策

提言も抽象的であるため，実際の胡政権の経済官僚

や優秀な地方政府の官僚に役立っているとは思えな

いのである。

とはいえ，本書の貢献と思われる「産業構造の側

面から地域格差を理解しようとするアプローチ」に

ついて述べてみよう。

本書は，地域間の経済格差は，産業構造の違いに

よってもたらされると考えている。それは重要な定

性的事実でもある。実際，２００５年の各省の１人あた

りGDPと第１次産業の比率をプロットしてみると，

産業構造は経済発展の違いに大きな影響を与えてい

ることがわかる（図１）。

本書でも述べているように，地域間の経済格差縮

図１ 第一次産業の比率と１人当たりGDP（２００５）

（出所）筆者作成。
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小には，各地域の産業間格差を縮小させる，あるい

は同一産業の地域格差を縮小させる必要がある（２５

ページ）ことになる。最終的に本書は第５章で，こ

の産業構造の違いに与える要因を重回帰によって計

測しており，上記の産業構造の違いをもたらす要因

を示している。

しかし，その要因とは常識的なものである。例を

あげると，非農業の就業者が多い地域，非農業の生

産が多い地域が第１次産業の比較生産性に影響を与

え，そしてそれが産業構造に影響を与えることなど，

である。経済格差の要因として，おそらく我々が直

感的にあげられるもの，例えば，市場経済の進展や

生活インフラ，大型企業の発展などが重要であるこ

とが示されているので，格差をもたらす要因とは，

直感的に感じることとそう大差ないことが再認識で

きたといえる。

となると産業構造から地域格差を考えるアプロー

チは新鮮ではあるが，最終的に Iで述べたように新

古典派的アプローチの重要性を再確認しているだけ

かもしれない。産業構造は，最終的に労働と資本が

産業間でどのように配分されているかによって決ま

ると言えるからであるし，本書の比較生産性も生産

と労働の関係であることを考えると，産業構造の背

後にある労働と資本を考えていることは間違いない。

そうするとやはり，最終的には，労働と資本の増加，

そしてそれ以外の要因で経済成長の違いが説明され

るのである。それ以外の要因としてあげられるのは，

技術革新，人的資本，発展におけるインフラ整備，

情報化の進展あるいは透明性，政府の市場に対する

役割，言い換えれば不利な初期条件や過去の政策か

らの脱却，などである［岡本２００８］。

本書が示すように，格差の要因は意外に常識的な

ものであり，この分野で驚くほどの新しい格差要因

が発見されるとは考えられない。したがって，結局

は想像し得る要因を仮説的に取り上げ，地道な数量

分析を繰り返す，あるいは遅れている地域の原因を

現地調査から具体的に把握することが，地域格差の

研究にとって重要ではなかろうか。
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